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譲渡所得におけるキャピタル・ゲイン 
課税の適正化
高　野　聖　子
はじめに
　資産の譲渡による所得（所得税法33条 ₁ 項，譲渡所得）には所得税が課さ
れ，所有資産の所有期間中の価値の増加益であるキャピタル・ゲインが
ある場合には所得税の課税対象に含まれる。一方，相続財産には相続時
点の時価で相続税が課税される（相続税法22条）が，相続財産の取得価額
と時価との差額，すなわちキャピタル・ゲインも相続税の課税対象に含
まれる。
　反復的・継続的な利得のみが所得であり，一時的・偶発的な利得は所
得ではないという考え方の下，キャピタル・ゲインには課税されないと
いう取り扱い（制限的所得概念）が長らく行われてきた後，税負担の公平
という観点から，「キャピタル・ゲインは純資産の増加という点から通
常の所得と何ら異なることなく課税対象になる」という包括的所得概念
が発達した
（1）
。日本の現行所得税法も，包括的所得概念を採用している。
一方，所得税法は，未実現の利得には基本的に課税しないといういわゆ
る実現原則（実現主義）の考え方も採用しており，同法は，資産の譲渡
により収入として実現したキャピタル・ゲインに対してのみ課税するこ
とを原則としている
（2）
。
　所有資産が時価（有償，通常の取引価格）で譲渡された場合には当該資
産の所有期間中のキャピタル・ゲインは譲渡の時点で課税されるのに対
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し，無償または低額で譲渡された場合にはそれに対する課税の全部また
は一部が繰り延べられるという不公平な結果が生じることになり，この
不公平は，相続が繰り返し行われるなどといった，無償で資産の譲渡を
受けた者がその資産を再び無償で移転する場合にはますます大きくな
る。そこで，この不公平を是正するため，時価による譲渡があったもの
とみなして所有期間中に累積したキャピタル・ゲインに課税することと
したのが「みなし譲渡」の制度である（所得税法59条 ₁ 項，60条 ₂ 項
（3）
）。
　本来であれば，このような問題は，所有資産を売却する前でも既に生
じている当該資産の増加益へ毎年課税を行うことで回避できるはずであ
る。シャウプ勧告においても，このような考え方を前提に未実現のキャ
ピタル・ゲインへの課税を行うべきとしたが，その評価等の実際の困難
性から，上記の「みなし譲渡」の制度の勧告に至った。具体的には，累
積した多額の増加益が一時に課税されることへの弊害を防ぐ目的で，現
在変動所得等に対して当時より簡素な形で行われている平均課税の方法
と併せ，キャピタル・ゲインの全額課税およびキャピタル・ロスの全額
控除を原則とした「みなし譲渡」の制度が勧告されたのである。しかし，
この制度は納税者の理解を得られず，現在では限定承認等の一部の無償
譲渡の場合（所得税法59条 ₁ 項）を除き，キャピタル・ゲインへの課税は
相続人の相続財産の売却時まで繰り延べられ，相続財産は被相続人の取
得価額により引き継がれ（所得税法60条 ₁ 項）るというように，適用対象
を大幅に縮小してわずかな痕跡をとどめるのみとなっている。
　なお，納税者の理解を得られなかった大きな理由の一つとして，相続
財産のキャピタル・ゲインへの課税は相続人に対する所得税と相続税の
二重課税であるという指摘がある。しかし，基本的に遺産取得税方式を
採用している日本では相続税には所得税の補完税の機能があるとされて
おり，被相続人の所有期間のキャピタル・ゲインに対する課税は，本来
被相続人に課されるべきものが政策的配慮により繰り延べられているに
すぎず二重課税とはいえない。また，キャピタル・ゲインは包括的所得
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概念の下では譲渡時の実現所得（所得の創造創出による利得）とは重複しな
い所得（財産移転による利得）である。したがって，これらの理由及び公
平性の観点から課税を否定すべきではない。
　そこで，所有資産の譲渡のうち，主に相続・贈与等の無償譲渡につい
て，関連する制度や先行研究の整理を踏まえ，譲渡所得におけるキャピ
タル・ゲインへの課税の適正化について具体的な方策をあげて検討した
い。
Ⅰ　所有資産の譲渡における課税上の取扱いとその問題点
　所得税法33条は，譲渡所得の意義及び所得金額の計算方法を規定した
ものである。譲渡所得は，資産の譲渡により生じる所得であり，譲渡価
額から取得費等を控除して算出され，所有資産のキャピタル・ゲイン
（価値の増加による利益，増価益）について，資産の譲渡により，それが実
現する機会を捉えて適正に課税することが，包括的所得概念の下，公平
の確保などの観点から必要となる。そこで同法第59条は，例外的に，一
定の無償譲渡またはいわゆる低額譲渡（「著しく低い価額の対価」による法人
への譲渡）があった場合には，時価による譲渡があったものとみなして
いる（「みなし譲渡」）。また，相続税法は，被相続人から相続人への所有
資産の無償譲渡が行われる相続において，時価評価した相続財産をその
課税対象としている（相続税法22条）。
　譲渡所得に対する課税の趣旨について，最高裁昭和50年 ₅ 月27日第三
小法廷判決
（4）
は，「譲渡所得に対する課税は，資産の値上りによりその資
産の所有者に帰属する増加益を所得として，その資産が所有者の支配を
離れて他に移転するのを機会に，これを清算して課税する趣旨のもので
あるから，その課税所得たる譲渡所得の発生には，必ずしも当該資産の
譲渡が有償であることを要しない。したがって，所得税法33条 ₁ 項にい
う『資産の譲渡』とは，有償無償を問わず資産を移転させるいっさいの
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行為をいうものと解すべきである」と判示している。
　この判決文を素直に読む限り，所得税法では，キャピタル・ゲインへ
の課税は「資産が所有者の手を離れた機会」に過去の所有期間における
資産の値上り益を清算するためになされるものである。そして，それは
有償譲渡か無償譲渡か，あるいは相続がどのような形態でなされるかに
影響されないはずである。
　このように，所有資産の譲渡は「有償」か「一定の無償または低額の
譲渡」に該当するか否かによりその課税上の取扱いが異なる。この取扱
いの違いは，特に相続・贈与といった所有資産の無償譲渡の場合におけ
る，当該資産の所有期間中の値上がり益（キャピタル・ゲイン）に対する
課税について，不公平な結果をもたらすこととなる
（5）
。
Ⅱ　所得税と相続税の交錯
　キャピタル・ゲインへの課税は，所得税と相続税それぞれにおいてな
され，ともに資産に対して行われるという共通点がある。資産課税制度
について，吉良実教授は「資産課税制度とは，『資産』そのものに担税
力ありと認めて，その資産を取得しまたは保有している事実に着目し，
その取得者または保有者を納税義務者として課税する課税制度である」
が，譲渡所得等の資産の譲渡による所得に対しては，その取得に対する
課税ではなく，稼得した所得への課税がなされる
（6）
と説明する。これは後
述する包括的所得概念と整合的な考え方であり，包括的所得概念の下，
資産に対する課税について，所得税と相続税を中心とする各種の租税が
複雑に交錯していることがうかがえる。
１ ．譲渡所得課税制度の概要と沿革
（ １ ）シャウプ勧告
　昭和24年 ₅ 月10日に来日したカール・Ｓ・シャウプを団長としたシャ
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ウプ使節団は，同年 ₉月15日，約 ₄ヶ月にわたる日本における税制調査
の結果を「シャウプ使節団日本税制報告書」（以下，「報告書」）にまとめた。
これが今日「シャウプ勧告」と呼ばれるものであり，戦後日本の租税体
系の原点に位置するといわれる
（7）
。
　シャウプ勧告は公平（水平的公平および垂直的公平）を重視し，その枠内
で経済的な中立性と税収の確保とを図り，公平あるいは納税意識の強さ
の観点から，申告による直接税，とりわけ所得税を税制の中心に据え，
それを資産税が補完するという税体系を基本とした
（8）
。
　以下，キャピタル・ゲインへの課税に関連する主要な規定の内容につ
いてみていく。
　イ　変動所得
　変動所得は，ベストセラーによる作家の印税収入，漁業所得，山林所
得あるいは不動産，証券などの売却によるキャピタル・ゲインなど，
年々大幅に変動するタイプの所得である。従来，退職所得，山林所得，
譲渡所得及び一時所得については，その ₂分の ₁を所得金額として課税
するという極めて粗雑な方法で，一般の経常的に生ずる所得と総合して
累進税率を適用して課税することに対する負担の緩和が図られていた。
しかしこのような方法では合理的とはいえないので，一時的所得に対す
る全額課税が提唱されたのに伴い，特に変動所得については ₅年間の平
均課税という制度が採用されるに至った。変動所得の平均課税は改正所
得税の制度中最も精緻を極めたものであり，また合理的でもあるが，そ
れだけに複雑難解となったことは免れなかった。当時の平均課税制度は
次のようなものであった。
（イ）変動所得の金額が，総所得金額の25％以上である場合には，納税
義務者の選択により ₅年間の平均課税によることができる。
（ロ）退職所得，山林所得または譲渡所得の金額が20万円以下であると
きは，納税義務者の選択により ₁年限りの平均課税によることができる。
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（ハ）第 ₁年目の納税額：諸控除後の普通所得の金額と変動所得の ₅分
の ₁に相当する金額との合計額（調整所得金額）に基本税率または簡易税
額表
（9）
を適用して算出した税額と，当該税額の調整所得金額に対する割合
を変動所得金額の ₅分の ₄に相当する金額（特別所得金額）に乗じて算出
した税額との合計額
（ニ）第 ₂年目以降の納税額：各年の課税総所得金額または調整所得金
額に特別所得金額の ₄分の ₁に相当する金額を加算した金額（第 ₂次調
整金額）について基本税率または簡易税額表を適用して算出した税額か
ら特別所得金額に対する税額の ₄分の ₁を控除した税額
（10）
　ロ　譲渡所得
　相続，遺贈または贈与により資産の移転があった場合には，それらの
事実があったときに，その時の価額により，山林所得または譲渡所得に
関し資産の譲渡があったものとみなすこととし，また著しく低額の対価
で資産の譲渡があった場合には，譲渡の時の価額により資産の譲渡が
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あったものとみなすこととした。相続人，受遺者または受贈者は，相続，
遺贈または贈与の時においてその時の価額により資産を取得したものと
みなすこととされた（従前は相続人等が引き続きこれを有していたものとされて
いた
（11）
）。
　キャピタル・ゲイン課税に関する報告書の基本的立場である譲渡所得
の全額課税と譲渡損失の全額控除につき，報告書は次のように述べてい
る。「現行法の規定では，譲渡所得の50％しか課税所得に算入されてい
ない。これは愚劣にも，思惑的投資に特恵を与えるものであって…」（報
告書第一巻91頁）。報告書は二分の一課税に全く評価を与えておらず，そ
れが正常な投資を害すること，また他の所得の譲渡所得への転換を促す
ことをするどく指摘し，また，譲渡所得は所得ではないという理論を，
「経済力の増加」を理由として排斥した。
　キャピタル・ゲインに対してどの時点で課税を行うべきかについて，
報告書は，未実現の利得に対する課税に原理的共感を示しつつ，それが
実際には困難であるため，資産の相続ないし贈与の時点で被相続人ない
し贈与者の所有期間中のキャピタル・ゲインに課税すべきことを勧告し
た
（12）
。
２ ．包括的所得概念
（ １ ）所得概念の発展
　所得税の課税物件は個人の所得であり，財貨の利用によって得られる
効用と人的役務から得られる満足を意味するとされるが，これらを金銭
的価値で表現する場合， ₂つの類型があるとされる。 ₁つは消費型（支
出型）所得概念と呼ばれ，各人の収入のうち，効用ないし満足の源泉で
ある財貨や人的役務の購入に充てられる部分のみを所得と観念し，蓄積
に向けられる部分を所得の範囲から除外する考え方である。もう ₁つは
取得型（発生型）所得概念と呼ばれるもので，各人が収入等の形で新た
に取得する経済的価値，すなわち経済的利得を所得とする考え方であ
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り，この考え方が，各国の租税制度において一般的に利用されている
（13）
。
（ ２ ）制限的所得概念と包括的所得概念
　取得型（発生型）所得概念のもとにおける所得の範囲の構成について
は，₂つの考え方がある。₁つは制限的所得概念で，経済的利得のうち，
利子・配当・地代・利潤・給与等，反覆的・継続的に生ずる利得のみを
所得として観念する考え方であり，そこでは，キャピタル・ゲインのよ
うな一時的・偶発的利得は，長い間課税の対象から除外されてきた。こ
れに対し包括的所得概念の考え方のもとでは，人の担税力を増加させる
経済的利得はすべて所得を構成することになり，反覆的・継続的利得の
みでなく，一時的・偶発的・恩恵的利得も所得に含まれる。この ₂つの
考え方のうち，今日では，①一時的・偶発的・恩恵的利得であっても，
利得者の担税力を増加させるものである限り課税の対象とすることが公
平負担の要請に合致する，②すべての利得を課税の対象とし累進税率の
適用のもとにおくことが，所得の再分配機能を高めるゆえんである，等
の理由から包括的所得概念が一般的な支持を受けている。日本でも，現
行所得税法の条文に包括的所得概念を採用している旨の規定は存在しな
いものの，包括的所得概念を採用しているとされる
（14）
。
（ ３ ）包括的所得概念にまつわる議論
　イ　支出税
　所得概念は消費型所得概念から，包括的所得概念へと展開してきてい
る。しかし近年，消費型所得概念として，課税の対象を消費に充てられ
た金額のみに限定しようとする消費支出税という考え方が再び有力と
なっている。
　まず，①従来の所得税では収入のあるいわば働き盛りの世代に租税負
担が偏るが，消費支出税においては消費に応じて課税されるため，若い
時から老年に至るまで，租税負担は平準化される（生涯を通じた課税の公
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平）。また，②消費支出税においては，消費されない部分である貯蓄や
投資には課税されず，所得税における貯蓄・投資への二重課税という阻
害効果が生じないとされる
（15）
。
　ロ　最適課税論と二元的所得税
　従来の「課税の公平」重視の考え方に対し，経済理論における資源配
分の効率性を重視する最適課税論に基づく所得税の下では，一般に，供
給弾力性が低いといわれる労働所得に対しては高率の課税が行われ，逆
に供給弾力性が高いとされる資産所得，特に金融資産所得に対しては低
率の課税が行われる。様々な課税理論が展開される中，北欧諸国で導入
されたのが二元的所得税である。
　二元的所得税とは，デンマーク等北欧 ₄国の所得税制であり，勤労所
得を所得税の中での税収確保（財源調達）の中心に置き，これへの累進
税率の適用により垂直的公平を確保しつつ，資産所得への単一・低率課
税により実質的公平と効率性を達成しようとするものである
（16）
。
　ハ　包括的所得概念に代替しうる概念
　まず支出税については，消費支出税の法的制度が具体化されておら
ず，直ちに現行の所得税と比較することは不適当とされる。個人の所得
税の対象を消費に限定するためには，個人の消費を測定する必要があ
り，また，納税者の全面的かつ正直な申告の前提が満たされないと，税
務当局が代わりに個々の納税者の所得に関する詳細な情報をすべて把握
しなければならない。こと行政コストに関する限り，源泉徴収制度の広
範な適用が可能なこともあり，包括的所得税は支出税よりは効率的であ
るといわれる
（17）
。
　次に二元的所得税であるが，包括的所得税と比較した場合，資本所得
の軽課が，ライフサイクルと消費の時期にずれのある人々の間で，貯蓄
への二重課税等の不公平を是正するのに役立つとされる。しかし他方
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で，資本所得の税率が低いことを利用して給与を株式や配当に転換する
等の租税回避の存在は無視できない
（18）
。
　したがって，将来的にはともかく，現時点ですぐさま包括的所得概念
に代替しうる有力な所得概念は存在するとはいえない状況である。現時
点においてはやはり，現行所得税法の採用する包括的所得概念の考え方
に従って所得を把握することが，所得概念の変更による所得税法ひいて
は税制全体にもたらすであろう影響の大きさ，納税者と課税庁側の混乱
を防ぐ面からも適切であろう。
３ ．所得税と相続税の関係
　相続税を所得税の補完税として位置づける考え方には，誰の負担すべ
き所得税を補完すると解するかにより，二つの考え方があるとされる。
　第一は，被相続人が生前に稼得した所得のうち，所得税法の不備等の
理由から生じた所得税の課税漏れの部分を清算する趣旨によるものが相
続税であると位置づける考え方で，これは遺産税方式に相応する。これ
に対して，第二は，遺産を取得した相続人の担税力の一時的・偶発的増
大部分に対する課税を相続税と位置づける考え方で，これは遺産取得税
方式に相応する
（19）
。
　現行の包括的所得概念に基づく所得税制を維持するならば，遺産税方
式による相続税制は適合しないとされる。包括的所得概念の下では，遺
産税は，その脱漏所得の生涯積算額を課税価格として，被相続人の死亡
時に一般的かつ定量的に評価測定し，一律に捕捉課税する内容でなけれ
ば，生前に正直に所得税を納税した者でも遺産があれば遺産税が課され
てしまい，結果的に不当な二重課税を受けるおそれがあるためである。
一方，遺産取得税は，遺産を取得したことによる相続人の担税力の一時
的・偶発的増大部分，換言すれば，遺産という経済的利得に対する所得
課税の一種であり，所得税との調整が必要になる
（20）
。
　一般的には，所得税制としては制限的所得概念より包括的所得概念の
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方が，また相続税制としては遺産税より遺産取得税の方が，人の担税力
に即した租税負担を求めるという近代的租税原則に適合するとされ，わ
が国においても両方式の組み合わせが採用されている。
Ⅲ　キャピタル・ゲインへの課税の問題点
１ ．キャピタル・ゲインの特性と課税の問題点
　田中治教授は，キャピタル・ゲインの特性として以下の点を指摘す
る
（21）
。
　第一に，キャピタル・ゲインは資産性所得の一つであり，理論的には
給与所得などの勤労性所得と比較して一般に租税負担能力が大きいた
め，重課すべきと考えられるが，その不労所得としての基本的な性格，
キャピタル・ゲインに重課すべき根拠を課税の上で正当に位置付けえて
いないとされる。
　第二に，それは長期にわたり累積的に発生する。包括的所得概念の下
においては，未実現の利得も所得を構成すると観念するが，制度的には，
租税の支払能力の問題，評価の困難性等を理由として，原則として実現
した利得に課税することとされている。
　第三には，それは一時に，集中的に実現する。ある特定の年度に一挙
に集中し，高い累進税率の適用が行われると，税負担が相当に増大する
ほか，納税者がその一時的な重課を逃れるため資産の譲渡を断念する等
の「凍結効果」（ロック・イン効果）が生じる。したがって，これらを抑制
するために平準化措置が必要になる。他方，これとは逆に，利得が実現
するまでは課税が延期されるため，課税延期から生じる利益をどう取り
扱うかも問題となる。
　キャピタル・ゲインへの課税の問題点は，これらの点及び「所得税と
相続税の二重課税」という点も考慮した場合，大きく以下に挙げる ₃つ
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の問題に分類されると考えられる。その他，付随する問題については論
述の都合上割愛する。
① 　まず，長期的な発生・一時に集中して実現，という特性から，実現
原則の考え方及びそれを基礎とした平準化措置・租税特別措置等の各
種規定が存在し，これらの是非という問題が生じる。
② 　実現原則からもたらされた各種規定の存在から，課税の繰り延べ，
他の所得への移転の誘発等の租税回避という問題が生じる。
③ 　相続・贈与等による資産の移転について，所得税・相続税の二重課
税の問題が指摘されている。
　金子教授は，これらの複雑な問題の多くが長期譲渡所得の二分の一課
税制度に起因し，また二分の一課税の特例は実現原則の採用に由来する
ため，基本的には実現原則の是非が問題とされなければならないと指摘
する
（22）
。以下，これらの問題について簡単に整理する。
（ １ ）実現原則
　キャピタル・ゲインは，長期にわたり累積的に発生する。包括的所得
概念の下では，課税の公平等を理由に未実現利得の一つであるキャピタ
ル・ゲインも課税の対象となるが，未実現であるがゆえの担税力・評価
の困難性等を理由に，制度上は原則として実現利得にのみ課税している
状況である。また，キャピタル・ゲインが一時に，集中的に実現するこ
とから，税負担の増大を防ぐため平準化措置，分離課税等の規定が設け
られている。
　吉良教授は，しばしば一課税年度を超える長期間にわたって発生する
キャピタル・ゲインを，その実現の年度において累進課税でもって課税
するのは，他の所得のように利益の発生に応じて毎年課税していくもの
に比較し，多額の納税を強いることになって課税の不公平を来す
（23）
，と実
現原則の採用による弊害について指摘する。
　つまり，キャピタル・ゲインへの課税には，実現原則の採用の是非に
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加え，実現原則の採用による課税のタイミングの問題や納税資金の問
題，平準化措置の採用等による制度の複雑化等の問題が生じているとい
える。さらに，みなし譲渡制度の内容がシャウプ勧告時と現状とで乖離
している原因は，納税者の理解と納税資金の不足による点が大きいとさ
れ，併せて考慮する必要がある。
（ ２ ）租税回避（課税の繰り延べ）
　実現原則の採用によりキャピタル・ゲインへの課税のタイミングが問
題となる結果，相続の繰り返し等による利得実現までの課税の延期の可
能性があり，租税回避の問題を無視し得ない。また相続・贈与以外の場
合についても，二分の一課税等の制度を利用した租税回避の問題が議論
されてきている。ここでは後者に関する指摘を簡単に整理する。
　長期譲渡所得に対する二分の一課税は，長期譲渡所得として分類され
る所得の税負担を実質的に軽減するため，租税回避を目的として，他の
種類の所得を譲渡所得に転換する傾向が生じやすい。事業所得を譲渡所
得に転換する例として，個人の不動産事業者がたな卸資産として取得し
た土地を現物出資して法人を作り， ₅年経過後，この土地の値上りを
まってその法人の全株式を譲渡する方法等
（24）
が考えられるなど，所得間の
限界税率の違いが租税回避行為の誘因となりうる。したがって，租税回
避行為への対抗策について検討する必要がある。
（ ３ ）所得税と相続税の二重課税
　所得税法59条及び60条の規定により取得価額の引継ぎ等が行われる結
果，前所有者からの資産の移転時に既に相続税や贈与税が相続人，受贈
者や譲受人に課されていることを考えると，前所有者の保有期間中に生
じたキャピタル・ゲインについてまで，将来の資産を譲渡した場合に彼
らに肩替りさせるのは理解を得にくく酷である
（25）
という，所得税と相続税
の二重課税の問題がある。
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　この問題に関しては，資産評価に関する次の問題
（26）
が併せて指摘され
る。相続における，潜在的キャピタル・ゲイン（ロス）を有する資産の
評価の問題である。この問題は，遺産分割のあり方にも関わるものであ
り，上記の「潜在的租税債務」の問題とともに，相続人間における平等
な遺産分割を難しくする。相続の際には，葬儀の費用，遺産分割上の必
要，相続税の納税等のために資産を換金することがありうるので，決し
て軽視することができない問題である。
３ ．海外の状況
　なお，同様の問題は，海外においても当然に存在する。
　アメリカの内国歳入法典では，贈与による財産の取得をした場合，①
財産の贈与の際に課税がなされていない場合には，贈与者における取得
価額が引き継がれ（1015条），受贈者が財産を処分する場合に，贈与者に
おける値上がり益と受贈者における値上がり益がともに課税されるとい
う，いわば損益の繰り延べがなされる。1015条は1958年に改正され，贈
与税が課された場合，その金額分は取得価額を引き上げるものとされ
た。一方，②被相続人の死亡により財産の移転がなされた場合には，相
続人における取得価額は時価となる（1014条）。いわゆる取得価額の引き
上げが認められており，被相続人の財産の保有期間中の値上がり益は課
税を免れ，相続されるごとに資産の評価がえが行われ，結局値上り益に
対する課税は行われなくなるという不公平が生じるほか，財産の凍結効
果をも招くとされる。
　2001年に限時法である遺産税廃止法が成立し，2010年には相続人等の
取得財産について被相続人等の取得価額の引継ぎにより未実現キャピタ
ル・ゲインに対する課税の繰り延べを予定するなど，相続人の所得課税
の点においても租税負担の軽減の方向に踏み出したものの，2013年現
在，連邦遺産税は復活するに至っている。
　注目すべきは，所得税と遺産税の「二重課税」についての考慮がなさ
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れている点である。もっとも，わが国の相続税が遺産取得税であり，相
続人に対して課されるものであるのに対し，たとえばアメリカの相続税
は遺産税であり，被相続人の遺産に対して課税されるため，遺産を取得
する相続人に対する二重課税という考え方はとられない点なども併せて
考慮すべきであろう
（27）
。
Ⅳ　キャピタル・ゲインへの課税に関する先行研究
　まず，様々な問題点の検討に入る前に，改めてキャピタル・ゲインを
課税の対象に含めることの可否について確認する。金子教授は，次の ₃
点からキャピタル・ゲインを課税の対象に含めるべきとする。①キャピ
タル・ゲインは生産活動その他の経済活動によって生み出されないた
め，利得者の担税力を増加させる。②キャピタル・ゲインは財産所得な
いし不労所得よりも高い担税力をもっているため，課税の対象から除外
することは水平的公平の要請に反する。③キャピタル・ゲインは高額所
得者の手に集中しているため，課税の対象から除外し累進税率の適用を
排除することは，垂直的公平の要請に反する
（28）
。私見においても，キャピ
タル・ゲインは未実現の状態ではあるものの，所有資産から生じた担税
力を有する所得であるため，課税の公平を確保する意味でも課税の対象
に含めるべきと考える。以下，前章で挙げた問題点についての研究者に
よる先行研究をみていく。
１ ．実現原則
　実現原則（実現主義）とは，「一般には確実性と資金的裏付けを要件と
して，両者の要件を満たした段階で収益，利益を計上する原則」であり，
担税力を有する段階での収益の認識の考え方とされる
（29）
。
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（ １ ）実現原則を根拠とする規定①（所得の類型）
　実現原則は様々な概念，規定の根拠であるといわれる。たとえば譲渡
所得という類型の根拠について，増井良啓教授は，現行所得税法上，た
とえば配当というインカム・ゲインのみを切り出して課税し，未実現の
譲渡損（配当落ちによる株価下落分）を繰り延べるというのが，配当所得と
譲渡所得の区分が意味するところとする。これに対し，実現主義を廃棄
し，発生ベースで課税すると，譲渡所得という類型は消滅する（配当所
得と譲渡所得の合体）。もっとも，個人所得税において実現主義を廃棄する
というのは，時価評価の困難性や，発生ベースの課税は納税資金の問題
を解決する便利な策である源泉課税と相性が良くない
（30）
ことなど，納税協
力上の限界があり現時点では必ずしも実現可能性が高くないとされる。
（ ２ ）実現原則を根拠とする規定②（平準化措置，分離課税等）
　平準化措置，分離課税等の課税方式も実現原則を根拠とする規定であ
るとする見解も多い。
　まず現在の平準化措置である二分の一課税の採用論拠については，
「一時的所得の中には長期間の資本，労力などの蓄積の成果に成るもの
が多いことは事実であるし，所得の額も比較的大きいのが通例であっ
て，そのため高率の累進税率の適用を受けることともなるので，負担の
緩和をはかる意味から，所得の半額を総合することとされた
（31）
」といわれ
る。
　一方，二分の一課税（平準化措置）については批判も多い。森信教授は，
他の所得への転換による租税回避の恐れに加え，「また，短期と長期の
区分が，例えばわが国では ₅年であるのに対して，アメリカでは18ヶ月，
フランスでは ₂年とばらばらであり，…優遇措置の開始する期間につい
て，種々政策的な議論が可能となり，法的安定性に欠ける」と指摘す
る
（32）
。
　金子教授は，シャウプ勧告で採用されていた複雑な平準化措置である
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平均課税について，二分の一課税方式と比較し，はるかに公平かつ正確
だったと賛同する。「シャウプ方式の下では，少なくとも五年以上所有
していた財産の譲渡による所得は，所得税の税率構造が長期的に安定し
ていることを前提とする限り，他の所得よりも税負担が軽減されること
はない。したがって，この方式の下では，他の所得を譲渡所得として仮
装し，あるいは他の所得を譲渡所得に転換するインセンティブは働かな
い
（33）
」。
　野口悠紀雄教授も，平準化措置について，「本来は所得の発生した時
点で課税がなされるべきにもかかわらず，後の時点まで課税が延期され
…税額分の資金を無利子貸付することと等しい。したがって，その利子
分の補助金が交付されているのと同じことになる
（34）
」と批判する。
　また，田中教授は，譲渡所得における分離課税及び他の特別措置（優
遇措置）に対し，次のように批判する。「総合課税の原則を支える憲法上
の基礎は，納税者の担税力に即した公平な取扱いを命じる平等条項（14
条）と，個人の生存権を保障する生存権規定（25条）であろう。生存権
規定のもとでは，最低水準以下の所得しかない者は，憲法上の権利とし
て，課税除外の権利をもつと考えることができる。誰がこの権利をもつ
かを判断するうえでは，納税者の担税力を総合的に把握する必要が生じ
る。また，国家の課税権の行使を通して，公平な所得分配状況をどのよ
うにして作り上げるのかという問題を検討するうえでも，各人の担税力
を正確に把握することが求められる。…わが国の土地税制の歴史が教え
るように，分離課税を原則とすることは，土地税制に必要以上に過剰な
政策的考慮を持ち込むことを容易にする
（35）
」。
（ ３ ）所得税法の条文の関係性
　所得税法33条 ₃ 項は，譲渡所得の金額は当該所得に係る総収入金額か
ら取得費，譲渡費用等の控除を行って計算し，同法36条 ₁ 項は，総収入
金額に算入すべき金額は，別段の定めがあるものを除き，「その年にお
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いて収入すべき金額（金銭以外の物又は権利その他経済的な利益をもって収入す
る場合には，その金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価額）」とする。一
方，所得税法59条，60条の制度は，キャピタル・ゲイン課税が無制限的
に延期されることを防止する観点から，贈与，相続による資産の移転が
あった場合に，時価による「譲渡」があったものとしてそれまでに生じ
ている値上り益を課税する方法であり，所得税法33条 ₁ 項に対する「別
段の定め」に相当する制度といえる
（36）
。
（ ４ ）見解の対立する論点
　イ　「譲渡益所得説」と「増加益清算説」
　増加益清算説では，譲渡所得に対する課税は，所有期間中の資産の値
上りによる増加益（キャピタル・ゲイン）を所得と観念し，その資産が所
有者の支配を離れ他に移転する機会に，これを清算して課税するもので
あり，その資産の譲渡が有償であると無償であるとを問わず，譲渡所得
が発生する。この説では，所得税法59条が個人による無償譲渡の大半を
課税対象から除くのはもっぱら政策的配慮による。これに対し譲渡益所
得説は，資産の値上りの有無に関係なく，その資産の譲渡による現実の
収入金額（譲渡価額）からその資産の取得費等を控除した残額を所得と
し，これに担税力を認めて課税するものである。譲渡所得の発生は当然
に有償による譲渡の場合に限られ，無償の場合にも課税するケースを規
定している所得税法59条は，租税回避等を防止するための創設規定とさ
れる。
（イ）譲渡益所得説
　北野弘久教授は，「租税法規の厳格な法解釈を求める租税法律主義の
観点からみても，基本的には譲渡益所得説の考え方にたたざるを得ない
…所得税法33条 ₁ 項にいう『資産の譲渡』は，有償・無償を問わないと
しても，同条 ₃項により，その譲渡により『総収入金額』が現実になけ
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れば，現実の課税所得は存在しない
（37）
」との見解を示す。
　田中教授も，①みなし譲渡所得課税の沿革，②納税者の具体的な租税
支払能力への配慮の必要性，③課税標準計算における「収入金額」の算
定の可能性，などを考慮するならば，基本的には譲渡益所得説に立つべ
き
（38）
とする。
（ロ）増加益清算説
　金子教授は，最判43年10月31日（月報14巻12号1442頁）等の裁判例，公
平負担の観点や譲渡所得も人の担税力を増加させる利得であることには
変わりないことを理由に，増加益清算説に賛成の立場とみられる
（39）
。
　また中里実教授は，「実定所得税法・法人税法が，収入金額から必要
経費を差し引くというかたちで所得の計算方法を定めていても，手段と
しての計算方法が目的としての所得を規定するということは本来ありえ
ない。あくまでも，目的としての所得を算定するための手段として，収
入金額から必要経費を差し引くというかたちの所得の計算方法が存在す
るのである
（40）
」との見解を示す。
　両説は条文構成を根拠とする点で共通し，主に担税力の有無を理由と
してその結論が分かれている。
　ロ　みなし譲渡課税制度（未実現のキャピタル・ゲインへの課税）の是非
（イ）課税に反対の立場
　吉良教授は，増加益が実現や担税力という条件を有さない点に加え，
所得税法59条の条文構成（譲渡益所得説）から反対の見方を示す
（41）
。
　谷山治雄教授は，みなし譲渡制度および低額譲渡の問題について，制
度の趣旨が資産をいったん譲渡してその代金を贈与した場合に譲渡所得
課税が行われることになる場合との均衡を図るためとされるのは一見合
理的なようだが，資産の換価の場合は明らかにキャピタル・ゲインが実
現したのであり，経済的性質は違うとする。そして，贈与の意思や時価
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の判定が税務当局の認定によることは租税法律主義の原理から妥当でな
いとする
（42）
。
　野口教授は，未実現のキャピタル・ゲインについて，市場価格のはっ
きりしている上場有価証券の場合も，毎年その保有状況を調査してキャ
ピタル・ゲインを評価するためには，膨大な事務量が必要であるとい
う，徴税上の把握可能性の問題を指摘する。評価の困難さについては，
具体的な解決策として，厳密な正確さには欠けるにしても，減価償却の
ように一定の算式による評価を行うことを提案している
（43）
。
（ロ）課税に賛成の立場
　金子教授は，「人の担税力を増加させる利得であっても，未実現の利
得は，どこの国でも，原則として課税の対象から除外されている。…し
かし，これらはそれらが本質的に所得でないからではなく，それらを捕
捉し評価することが困難であるからであって，それらを課税の対象とす
るかどうかは立法政策上の問題である
（44）
」と，キャピタル・ゲインが所得
であることを強調する。
　田中教授も，「未実現の利得への課税は，第一に，納税者が自らの意
図，選択により租税負担を軽減できる可能性があること，第二に，課税
の適切なタイミングという点で，未実現での段階が最も適切であり，そ
の課税の遅延が，不公平な事態を引き起こすこと，第三に，未実現の段
階での課税は，納税者の納税資金の調達，すなわち支払能力の点で納税
者に負担を強いるものであるが，それを強いてもなお実現されるべき，
より大きな法的価値（課税を正当化しうる社会的，経済的必要性。公平課税の実
現等）が具体的に存在すること，などによって，その正当性を主張する
ことができるのではないか
（45）
」と，条件付きながら課税に賛成している。
　中里教授は，時価主義の観点から，実現とは，考えようによっては一
種の値洗いに他ならないとし，「みなし譲渡という概念も，時価主義の
採用が不徹底なことが理由で存在している（すなわち，実現主義による永遠
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の課税繰延を防止するという理由）…実現は，一種のキャッシュインである
場合が多いから，みなし譲渡の場合は，直接のキャッシュインはないが，
資産の移転はある」と，課税について肯定的な見解を示す
（46）
。
（ ５ ）国民感情と担税力
　未実現利得であるキャピタル・ゲインに対し，実現原則により資産の
移転時を実現のタイミングとして課税を行うことは，国民の反発をか
い，また現実に納税資金の不足をもたらし，みなし譲渡制度の衰退の原
因となった。特に担税力についてはこれまでみてきたように，研究者に
よる実現原則とみなし譲渡制度の是非そのものの主張の根拠とされてい
る面がある。
　昭和25年税制改正におけるみなし譲渡制度の導入当時，平田敬一郎政
府委員は，制度の導入目的等について以下のように説明している
（47）
。「売
らないで譲渡資産を持ち続けておりますと，結局従来譲渡所得だけは課
税が全然行われないという関係がありますので，財産を相続によつて相
続した場合，この場合の譲渡所得を課税することにいたしております」
（昭和25年 ₁ 月27日参議院大蔵委員会）。「御承知の通りシヤウプ勧告は所得
税に関しましては非常な理論を貫くということに行くべきだ，あらゆる
点におきまして公平を期しまして，苟くも担税力のあるところには所得
税を課税するという理屈に行くべきだという議論であり…」（昭和25年 ₃
月28日参議院大蔵委員会，有価証券移転税の存置に関する木内四郎議員からの質問
に対する回答）。
　しかし，その後みなし譲渡の制度は昭和27年以降に次々と改正され
た。改正に関しては，井藤半彌氏が「相続の場合の譲渡所得，相続をし
た場合に，相続財産を評価して譲渡所得があれば，相続税がかかるほか
に所得税がかかる。これは当然のことであります。…従来の制度は，あ
らゆる場合，あらゆるキヤピタル・ゲインに対して，相続の場合も免税
にしないで税をかけておつた。この点は，大げさにいえば，世界最良の
研究年報　社会科学研究　第35号（2015年 ２ 月15日）
234
制度であつた。…この相続の場合の譲渡所得を非課税にすることによつ
て，だれが利益を受けるかというと，大体大相続財産を受ける者が利益
を受ける。…察するに，なぜこういうような改悪が行われようとするの
か。これは私は株式評価が困難だという理由に基くのだろうと思う。そ
ういう実務上の理由，これは確かにそういうことはあると思います。こ
れはしかし何とかごくふうを願いたいのであります」（昭和27年 ₂ 月22日衆
議院大蔵委員会公聴会）と遺憾の意を示している。また，「やはり国民の非
常に大きな不満が，土地を持っている者と持たない者との財産上の格差
というのが非常に大きくなってきておるわけでございまして，一方は非
常に大きなキャピタルゲインを得るということになりますけれども，一
方は長い間会社に働いたりいたしましても，退職金でもなかなか家も建
てることができない…」（木村元一参考人，昭和48年 ₂ 月13日衆議院予算委員会），
「伝統的に長子の家督相続の習慣の強い日本において，このみなし譲渡
所得税をかけるということは，いかに学者的理想を追つたとはいえ，あ
まりに現実無視であつたのであります…過去二年間にわたつて相続せら
れた方方，特に山林等の所得者であつた方々が，現行税法によつて，一
度の相続でもつて税を払うために，所有の山の立木をほとんどまつ裸に
売り払つて納税させられた，そういう方々に対しては，今非常にお気の
毒であつたと思うのでありまして…」（自由党奥村又十郎議員，昭和27年 ₃ 月
₁ 日衆議院大蔵委員会）等，審議における発言内容は納税資金と国民感情
の問題に関するものが主であり，執行の困難性や課税の不公平と同じ
く，現在も解決の困難な問題として残っている。
　しかし現行制度においては，未実現のキャピタル・ゲインに対する課
税に限らず，納税者の手許の納税資金の有無にかかわらず，資産の移転
により所得が発生し納税の必要性が生じると解さざるをえない。
　
　イ　国民感情
　石弘光教授は，国民が税金と公共サービスを別個に考える結果，「税
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金はできるだけ少ない方がよい」が，「公共サービスはできるだけ多い
方がよい」という無理な要求につながり，往々にして税金を「とられる」
という言い方がなされるという
（48）
。
　また，利子・配当や不動産所得などの不労所得に対する軽課により総
合累進課税の原則が崩されている点や，大口脱税の摘発により脱税が一
般的傾向であるかのような印象を与え，国民の税務行政に対する信頼感
をなくさせることにつながっている点，政治不信等が，国民の税に対す
る不公平感をもたらしているといわれる。しかし，困難を伴うことであ
ろうが，税によりどのような社会を築いていくのかを国民にわかりやす
く示し理解を求めていくのは，政府の役割である
（49）
。
　平成23年度税制改正大綱では，納税環境の整備の一環として，小学校
から大学までにおける租税教育の充実を打ち出している
（50）
が，民主的な税
務行政の実現と公平な税制の確立のために，租税に関する制度の更なる
整備が待たれる。
　また，国民の側の意識改革も必要である。税法には特有の言いまわし
もあり難解であるとされるが，わかりにくさは税法に限ったことではな
く，わかりやすさのために内容の正確性が失われることの方がむしろ問
題である。石教授の指摘や，新井隆一教授の「納税者の任こそ重し」の
言葉にもあるように
（51）
，国民の意識の向上こそが，長い道のりのようでも，
キャピタル・ゲイン課税に限定されないこの問題の根本的な解決への処
方箋であろう。
　
　ロ　担税力
　これまでみてきたように，未実現のキャピタル・ゲインへの課税の是
非については，担税力を理由に意見が分かれる。
　まず担税力を肯定する意見として，谷山教授は，①賃金，給料等の給
与所得も，その所得者が長期間にわたる教育と訓練によって労働力を育
成して得たものであるが，所得の発生および実現が経常的なものである
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ため，譲渡所得のような特例を受けられないこと，②キャピタル・ゲイ
ンへの ₂分の ₁課税は高額所得者に莫大な恩恵を施す
（52）
ことを指摘し，負
担の公平を理由にキャピタル・ゲインへの課税，それも平準化措置を伴
わない課税を提案する。
　これに対し，担税力を否定する意見として，新井教授は，不労所得で
あるから担税力が高いといいきってしまうことにまず問題があるとし，
担税力に配慮した結果の分離課税や税率における特例を「現行税制の違
憲性を幾分かでも補おうとするための必要悪」と表現する
（53）
。
　担税力には，国民の租税に対する負担感も関係する。譲渡所得のよう
な申告所得税は，いったん懐に入った収入金額から現金で納税するの
で，直接的な負担が大きい。収入金額の帰属年分と所得税の納付時のタ
イムラグや，納付時の必要な資金の有無なども負担感を増す要因となり
得る
（54）
。
２ ．課税の繰り延べ，租税回避
　租税回避は，「私法上の選択可能性を利用して，通常用いられない法
形式を選択することによって，結果的には意図した目的を実現しなが
ら，通常用いられる法形式に対応する課税要件の充足を免れ，もって税
負担を減少させる行為
（55）
」であると定義される。
　キャピタル・ゲイン課税については，これまで述べてきたように，①
みなし譲渡が行われる場合を除き，所有資産の取得価額の引継ぎが行わ
れる相続のような無償譲渡が繰り返されることにより，当該資産の蓄積
された増加益に対する含み益が永遠に課税されず課税の不公平が生じ
る。また，②その蓄積された増加益の実現時に一度に課税されることに
なるため，平準化措置，租税特別措置法等の各種規定，また分離課税が
行われるといった配慮が加えられていることから，租税回避を目的とし
て他の所得から譲渡所得への所得の転換がなされる可能性が存在するた
め，租税回避行為への対処が必要となる。
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（ １ ）租税回避行為の誘因
　渋谷教授は，無償による資産の移転における取得価額の引継ぎによる
課税の繰り延べについて例に次のように指摘する
（56）
。「問題は，資産の移
転者と受領者の間で，所得税の限界税率がしばしば異なるという点であ
る。おそらくは移転者の方が受領者より豊かで，それゆえに限界税率が
高い場合が多いものと考えられるので，資産の贈与によって所得税の累
進課税が回避されうることになる」。
　金子教授は，所得間の所得類型の転換について次のように指摘する。
「二分の一課税方式の下では，…種々の技巧を用いて他の種類の所得を
譲渡所得に転換することによって租税を回避する傾向が生じやすい。…
その結果，納税者の側では脱税や租税回避のためにエネルギーを消費
し，租税行政の側でも，それに対処するためエネルギーの消費を余儀な
くされるのみでなく，脱税や租税回避を防止するための立法措置によっ
て，租税制度全体が複雑化するという好ましくない影響が生ずるおそれ
がある
（57）
」。
（ ２ ）租税回避行為への対応
　租税回避行為については，租税法律主義にのっとった対応を求める主
張が多い。
　金子教授は，規定の意味内容が不分明で見解が分かれている場合，そ
の意味内容を明らかにすることは法を適用する者の任務であり，意味内
容が不分明で疑わしいことを理由に解釈を中止するのはその義務を放棄
することに等しいとする
（58）
。
　そのうえで，租税回避が穏当な行為でないことは明らかであるとし，
法的な対処について，やや一般的な規定としての所得税法157条，法人
税法132条，相続税法64条等の同族会社の行為・計算の否認の規定や，
個別の租税回避の類型に対処するための個別的否認規定がある場合は，
その定める要件に従って否認が認められるとする。一方，否認規定がな
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い場合について，通常の法形式を選択した納税者との間に不公平が生ず
ることは否定できないとし，公平負担の見地から否認規定の有無にかか
わらず否認を認める見解にも十分な理由があるとした
（59）
。
　増田英俊教授も，「租税法の立法目的は租税公平主義
（60）
の内容である担
税力に応じた課税の実現にある。二重課税の排除や租税回避の防止は，
租税法の立法原理である担税力に応じた課税を実現する上で最も重要な
課題となる。一方，租税法律主義
（61）
は法治国家の原理であるとともに租税
法の実務を支配する原理といえる」，「租税法の解釈は他の法領域と異な
り租税法律主義の下で厳格な文理解釈が要請される。なぜそのような厳
格な文理解釈が求められるかといえば，それはとりもなおさず租税法が
国民の財産権を侵害する侵害規範であるからに他ならない
（62）
」との見解を
示している。
３ ．所得税と相続税の二重課税についての先行研究
　二重課税は，一般に，同一物件について重複して課税が行われること
（63）
と定義される。
（ １ ）二重課税であるとする見解
　所得税と相続税が二重課税であるとする見解は，所得税法 ₉条の規定
を根拠とするものが多い。
　水野教授は以下のような見解を示す。「わが国では，制度上，相続税
や贈与税の対象となった所得は非課税とされている（所得税法 ₉条）。…
相続による資産の移転の場合に課税を繰り延べたり，また租税特別措置
法では課税の特例として，相続した財産を譲渡する場合には，その譲渡
所得の取得費に相続税額を含めることにしているのであり（租税特別措置
法39条），ここには二重課税の考え方があらわれている」。そして，「相続
税の負担は所得税における課税よりもゆるやかではあるが，居住用財産
の相続が主たるものである一般の納税者にとって，その負担緩和を検討
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する余地はありそうである
（64）
」と提案する。
　三木義一教授も，「所得税法59条，60条の明文規定があるので，（所得
税法 ₉条 ₁項）16号の非課税規定は適用されないという反論も可能である
が，双方の条文が矛盾しているともいえるので，『別段の定めのあるも
のを除き，相続，遺贈又は個人からの贈与により取得するもの』という
程度の明確化は必要となろう
（65）
」と，条文間の矛盾を解消するべく立法の
整備をはかる必要性について触れている。
（ ２ ）二重課税でないとする見解
　一方，二重課税でないとする見解も多く示されている。
　渋谷教授は「これは決して二重課税，換言すれば相対的重課ではな
く，せいぜい同時課税と呼ぶべきものである
（66）
」と，あくまで課税のタイ
ミングが同じであるとする。
　小林栢弘税理士は，「『相続税は所得税の補完税であり，相続税課税は
所得税の課税を免れて蓄積された財産に対する課税である』という見解
は，所得税の脱税が普遍的に行われ，その脱税をした者のみが相続税が
課税される程度の財産を遺し得る，という前提がなければ成立しない」
が，実際にはこのような見解が成立する余地はないとする。相続財産と
して相続人が承継する財産は，通常は所得税が課税された後の残りの所
得により蓄積された財産なので，たとえこれに対する相続税の課税が二
重課税に該当するとしても，所得税課税後の所得により蓄積された財産
の価額を相続税課税の対象とするというのが現行税制の制度であると
し，違法な税制とはいえないとする
（67）
。
（ ３ ）税制調査会の見解
　この問題について，昭和47年の税制調査会答申の165～167頁に次のよ
うな記載があり，課税体系が異なることを理由に二重課税であるとの批
判に反論し，「相続税の納付については物納制度が設けられており，そ
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の場合には，その評価額で納付されることとなり，物納による譲渡は所
得税を課さないこととされている。…財産処分に対する現行の相続税評
価水準があまりにも低いため，処分財産に対する相続税と時価ベースの
所得税とを加えた合計負担額をこの相続税評価額と比較した場合に，い
かにも負担が重いかのごとく感じることになるのではないか」としてい
る。
（ ４ ）関連論点
　「二重課税」に関連する問題として，キャピタル・ゲイン課税の対象
となる資産が存在する場合，資産評価，相続時の遺産分割の難しさが挙
げられる。
　中里教授は資産評価について，「相続税との関連で考えた場合であっ
ても，相続税は時価に対して課税される（相続税の課税に際して，一応のも
のとはいえ，時価がわざわざ明らかにされる）のであるから，みなし譲渡の対
象となる資産について時価の把握が困難であるということは必ずしもな
く…
（68）
」との見解を示す。
　渋谷教授は，取得価額引継方式におけるこの二つの問題について，潜
在的なキャピタル・ゲインを有する土地およびキャピタル・ロスを有す
る株式が遺産に含まれている場合を例に，その他の遺産の分配の調整，
相続税上の資産評価における潜在的キャピタル・ゲインまたはロスの存
在の考慮，さらに，所得税の観点のみからいえば限界税率の高低の考慮
も必要になり，このようなことを全て考慮して遺産分割を行うことは，
必ずしも容易でないと指摘する一方，所得税の負担（潜在的租税債務）に
ついては，無償により資産を受け取っていることを考えれば，おそらく
それほど重大な問題ではない
（69）
とする。
　遺産分割の問題は，キャピタル・ゲインの問題に限らず非常にデリ
ケートで解決が困難な問題である。民法上は遺産分割協議の合意解除を
認めた判決があるが（最判平成 ₂年 ₉月27日，判時1380号89頁），税法上は許
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されず，遺産の再配分は贈与，交換等の資産の譲渡と認定される。相続
人の一人が代償金の支払いや相続税の納付を行わない場合について，遺
産分割協議に解除条件を付しておく等の対策が考えられるが，いずれも
税法上の効果については慎重な検討が必要なようである
（70）
。
Ⅴ　譲渡所得におけるキャピタル・ゲインへの課税の適正化
の提言
　ここでは，譲渡所得におけるキャピタル・ゲイン課税という複雑難解
な租税制度に関する問題について，税制の三大原則の意味するもの，ま
たそもそもこの制度を導入し，現在においても多大な影響を与え続ける
シャウプ勧告が何を重視していたかに今一度立ち戻り，あるべき課税方
法の姿をさぐっていきたい。
１ ．税制の基本原則等
（ １ ）公平
　公平とは，もともとは，近代法の基本原則である平等原理の課税の分
野における表現であって，同一の状況にある者は同一に，異なる状況に
ある者は異なって，課税上取り扱われるべきことを意味する。いいかえ
れば，納税者相互の間に公平が維持されるべきことをいう
（71）
。
　通常，租税負担の公平という場合には，「水平的公平」と「垂直的公
平」が問題になる。水平的公平は，等しい経済状況にある人びとは等し
い税負担を負うべきであるという考え方で，伝統的な包括的所得税にお
いては，等しい経済状況とは一定期間（通常一年間）における包括的な総
合所得の同一性を指す。しかし一定期間に限る場合，変動所得の一括課
税や貯蓄の二重課税等の問題が生ずるとされる
（72）
。
　垂直的公平とは，異なった状態（事情）の下にある者の間では，むし
ろ合理的な差別的取扱い（累進税率の適用等）をし，異なった租税の負担
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を求めるようにすべきことを要請する
（73）
。一方垂直的公平の下では，特定
の所得のみに対して差別的な税率を採用したり，課税所得から除外した
りすることや，特定の所得のみを合算せずに課税する単独課税や分離課
税は，水平的公平の原則を侵すとされる
（74）
。なおマスグレイヴは，水平的
公平と垂直的公平の関係について，「同一の金貨の両面にすぎない
（75）
」と
主張していた。
　また，公平には，「事前の」公平と「事後の」公平という考え方もある。
事前の公平は，機会の均等が保障されれば，結果の不公平は努力や能力
の相違から生ずるものとして是認しうるという考え方につながり，これ
に対して事後の公平は結果の公平を意味する。贈与・遺産，家庭環境等
により，制度的にはともかく実質的には機会の均等が保障されず，市場
の不完全性により結果の不公平も不可避的に生ずるため，租税論として
は主として事後の公平を重視すべきといわれる。
　そして，これらの公平基準を実際の租税あるいは税制として実現する
ためには「実質的公平」という基準を同時に検討する必要があり，その
一つは課税ベースの包括性とされ，また，理論的にいかに優れた公平な
税制であっても，納税者がそれを公平な税制と感じない場合には，必ず
しも公平な税制とはいえない
（76）
とされる。
（ ２ ）中立
　税の中立性とは，人々の経済行動が，課税によって影響を受けないこ
とをいい，私的部門における資源配分を攪乱しない税が中立的な税とさ
れる。
　中立的な税が望ましいとされる第 ₁の理由は，資源配分の攪乱が社会
的なコスト（損失の発生）を伴うからである。課税は一般に人々の税回避
行動を引き起こし，課税前には存在していた財源を縮小させたり，消滅
させたりしてしまうため，確実な税収をあげるためには，租税回避行動
が不可能な財を課税の対象としなければならない
（77）
。また，税制の経済的
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中立性とは，いわゆる優遇措置や特別措置の存在を望ましくないとする
主張にも通ずるといわれる
（78）
。
（ ３ ）簡素
　日本の租税制度の現状と課題を体系的に検討している平成12年の税制
調査会の報告「わが国税制の現状と課題―21世紀に向けた国民の参加と
選択―」では，「簡素」の原則とは，税制の仕組みをできるだけ簡素な
ものとし，納税者が理解しやすいものにするということであると定義す
る。そして，税制が簡素でわかりやすいこと，自己の税負担の計算が容
易であることは，国民が自由な経済活動をおこなう上で，また，執行側
のコストも安価にさせる上で重要であると指摘する
（79）
。
　このうち，通常は徴税コストの最小化が問題にされることが多く，納
税コストと徴税コストをあわせた執行コストの最小化が，簡素の条件の
中心的な意味とされる。ここでポイントとなる点は，課税方法がどの程
度統一されているか，あるいは課税ベースの包括性であるといわれ
（80）
，つ
まり税制の簡素化とは，税制の構造全般の見直しの作業であるといえ
る
（81）
。
（ ４ ）原則間の関係性
　租税制度は，この ₃つの要請に加え，効率の要請にも適合しなければ
ならない。公平と効率は，しばしばトレード・オフの関係に立ち
（82）
，中立
性と公平性の基準も，しばしばトレード・オフの関係に立つとされる
が，このように ₂つの基準が一致せず背反する場合，両基準のかねあい
をはかる必要があるが，現実の税制では，公平の基準が優先されること
が多い
（83）
ようである。
　なお，現在，垂直的公平をどのように扱うかが一つの争点となってい
る。もし垂直的公平を税制の望ましい条件として考えなければ，望まし
い税制の考え方は比較的単純化され，水平的公平，経済的中立性，簡素
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の三条件を満たせばよいということになり，比較的多くのトレード・オ
フ関係が除外される
（84）
といわれる。
（ ５ ）タックス・ミックスとの関係
　税収が特定の税目に依存しすぎる場合，その税目の課税対象となる
人々の負担感が過重になるなどの問題点が出てくるため，所得・消費・
資産等に対する課税を適切に組み合わせることにより，公的サービスを
賄う租税を国民皆が広く公平にわかちあい，全体として偏りのない税体
系を選択していくことが必要になる。
　このうち，所得税と相続税の関係について，金子教授は，相続税の存
在意義は所得税の補完税であることにあるとする。相続による財産の取
得も，外（そと）からの経済的価値の流入・帰属という点では広義の所
得の一つの類型であるが，これを所得税の対象とすると，現行所得税下
では，一時所得として二分の一のみが課税の対象となり，税負担が著し
く軽減される。また，仮に一時所得の全額が課税されるとしても，巨大
な相続財産が他の所得並みの税負担ですむためである
（85）
。
（ ６ ）シャウプ税制の意義
　シャウプ税制は，そもそも課税の公平・中立の原則を何よりも重視
し，これは，税制を特定の政策目標の遂行に活用することを厳しく戒め
ることを指すとされた。しかし，当初よりシャウプ税制はあまりに理想
的にすぎ，徴税上の困難等，日本の実態にあわないことが多いと一般に
不満がもたれていたようである。そのようなシャウプ税制の意義とはな
んだったのだろうか。
　まず，シャウプ税制は税制改革の規範的な視点を与えるものといわれ
る。より具体的には租税原則のうち，課税の公平確保を最優先にし，か
つそれを所得税で実現させようとしている。今日の不公平税制に対する
国民の不満の高さは，ひとえに税制上の優遇措置を数多く設け，所得税
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の課税ベースを必要以上に縮小させ，また分離課税を導入したことによ
るとされ，利子やキャピタル・ゲインに対する課税は，その責を最も負
うべきといわれる。現行所得税の欠陥を修復しつつ，今後もそれに依存
するという方針をとらざるをえない現状において，シャウプ税制は，そ
の時修復すべき方向を示唆するものである。また，本格的な税制改革を
遂行するためには，その基本的理念を明確に掲げかつ理論的に体系だっ
た勧告・報告書が不可欠である
（86）
。
　一方，シャウプ勧告は公平よりも簡素を重視する面もあり，報告書は，
一般論として，「われわれは簡素と公平の基本的な対立を常に念頭に置
き，しばしば公平における精緻を犠牲にして簡素に偏することはあって
も両者間の均衡をはかろうと努力した…両者択一に迷った場合，簡素を
選ぶべきだ」（第一巻18頁）と述べている。また，わが国の所得税制にお
ける，勤労所得は資産所得や資産勤労結合所得よりも担税力が低い，と
いう伝統的な考え方に十分な共感を示しえなかった
（87）
といわれる。
　シャウプ勧告における簡素化の議論は，記帳慣行が不十分な日本に納
税申告制度を定着させるために税制の簡素化が強調された点に特徴があ
る
（88）
といわれる。したがって，申告納税制度の普及した現在のわが国では，
やはり公平を優先すべきであろう。
２ ．みなし譲渡制度と租税の基本原則
　キャピタル・ゲインへの課税について定める所得税法59条および60条
について改めてまとめると，（ ₁）贈与者である個人に譲渡所得税が課
されるケースには，①法人への贈与・遺贈，②限定承認に係る相続・包
括遺贈のうち限定承認に係るものがあり，この場合は時価による課税が
行われ（所得税法59条 ₁ 項 ₁ 号），資産の取得時期と取得価額は引き継がれ
ない（同法60条 ₂ 項）。同じく時価による課税が行われる法人への低額譲
渡（同法59条 ₁ 項 ₂ 号）や個人への低額譲渡で譲渡益が発生するものにつ
いても，資産の取得時期と取得価額は引き継がれない。一方，（ ₂）個
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人への贈与，限定承認以外の相続・贈与については時価による課税が行
われず，資産の取得時期と取得価額が引き継がれる（同法60条 ₁ 項）。個
人への低額譲渡で譲渡損失が発生するものについては，損失はなかった
ものとみなされ（同法59条 ₂ 項，同法施行令169条），やはり資産の取得時期
と取得価額が引き継がれることとなる。
　みなし譲渡制度の現状とシャウプ税制当時を比較すると，その相違
点・共通点は，これまでみてきた租税の基本 ₃原則との関係から整理す
ることができる。
　まず相違点に目を向けると，制度の現状については，限定承認に係る
一定の場合等に限定適用することや措置法39条の存在により中立性が侵
害されている。また，譲渡所得を分離課税の対象に含めることや平準化
措置として ₂分の ₁課税を適用することで租税回避の誘因が生じ，制度
の複雑化により簡素の侵害が起こっている。そして，これらの問題が公
平の要請に影響を与えている。シャウプ税制については，キャピタル・
ゲインの原則全額課税・全額損失控除，つまりみなし譲渡制度の全面適
用とすることで納税資金や国民感情という簡素・実質的公平の要素の侵
害が生じたが，総合課税の対象に含めることと併せ，公平の要請に貢献
していた。しかし，平準化措置として変動所得等を対象とした平均課税
方式を採用したことが，制度の複雑化による簡素の侵害の問題を引き起
こした。
　一方，両者の共通点としては，課税のタイミングを所得の実現時（資
産の移転時）としていることが挙げられる。これは比較的簡易で確実な
所得の把握に資するものであるが，現状はみなし譲渡制度の全面適用が
行われないため，無限の課税繰り延べによる租税回避のおそれをはじめ
とする租税 ₃原則の侵害を招いている。また，平準化措置の対象が短
期・長期を区別しない譲渡所得であることが公平の要請に抵触してい
る。そして，キャピタル・ゲインという未実現利得への課税であること
と，いわゆる「二重課税」の疑惑が，担税力・国民感情という簡素・実
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質的公平の侵害をも招いている。これらはみなし譲渡制度の全面適用・
限定適用にかかわらず，シャウプ税制当時から現在に至るまで解決して
いない問題であるといえる。
　つまり現状の制度は，シャウプ税制よりあらゆる面で後退し，国民の
理解も得られていないという中途半端な状況にある。したがって，この
状況を打開し，シャウプ税制に端を発するこの制度において課税の適正
化をはかるうえでは，租税 ₃原則に応える制度の構築はもちろんのこ
と，積年の課題である簡素・実質的公平の侵害の問題，つまり納税資金
と国民感情への配慮の問題の解決が不可欠となる。
　これらの点を念頭に置きながら，以下，課税の適正化に向けた方策に
ついて確認する。
３ ．課税の適正化に向けて採り得る方策の提言
（ １ ）全面適用（シャウプ方式の復活）
　理論上，未実現のキャピタル・ゲインを課税の対象とすることには問
題はないとされ，課税により，長期譲渡所得の ₂分の ₁課税に起因する
諸々の問題や，ロック・イン効果の問題等が解決するといわれる
　譲渡所得についてシャウプ税制と比較した場合，現行の制度で最も問
題なのは，次の二点である。第一に，シャウプ税制では勧告に即した平
準化措置である平均課税制度が採用されたが，複雑さを理由に昭和28年
に廃止され， ₂分の ₁課税が復活し現在に至る。しかし， ₂分の ₁課税
は，平準化措置としては粗雑な方法であるとされる。したがって，シャ
ウプ方式ほど厳密な方法ではなくとも，キャピタル・ゲインに対し，現
在臨時所得及び変動所得について認められる平均課税（所得税法90条）の
ような，保有年数に応じた平均課税方式の適用を検討する価値があろ
う。第二に，資産性の所得は一般に高額所得者の手に集中している。も
ともと担税力が高く，高い累進税率の適用を受けるべき所得であるか
ら，これを総合課税の対象に戻す
（89）
ことも検討の余地があろう。
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　課税の公平を確保するためには，譲渡所得は全額総合課税されるべき
であり，平準化措置も，そのうえではじめて適用の意味をもつものとい
われるが，譲渡所得は高い担税力を有する不労所得であり，平準化の必
要性を疑問視する意見もみられる。しかし，利子，配当所得と比べ譲渡
所得だけを重課するのは課税の公平の観点から適切ではない。制度が幾
分複雑になるものの，譲渡所得については，まず総合課税に含め，その
際に平準化措置を適用し，さらにその後，他の資産性所得と同様に不労
所得として重課する，という手順で制度をたてることが重要といわれ
る。そして望ましい平準化措置としては，長期譲渡所得と短期譲渡所得
を区別した上，長期譲渡所得についてシャウプ方式あるいはそれに類似
した措置の採用が妥当である
（90）
。
　所得税と相続税とは別個の体系の税目であることから，両者間の二重
課税の問題は理論的にはない。ただし，資産がその取得費と比べて値上
がりまたは値下がりし，資産が潜在的なキャピタル・ゲインまたはロス
を有している場合には，その資産に潜在的な租税債務または控除可能性
が付着しており，相続税において所得税相当額の二重課税が生じるとい
われる。この場合，相続税の評価において，たとえば山林について認め
られているような，被相続人の生存中に発生した所得に係る所得税相当
分を減額する措置
（91）
を検討することが考えられる
（92）
。また，仮に，相続・遺
贈の際に課されるキャピタル・ゲインに対する所得税を相続税の計算上
債務として控除（相続税法13条参照）した場合には，取得価額の引き継ぎ
において生じる遺産分割や相続税に関する諸問題を避けることができる
といわれる
（93）
。現在，この問題に配慮した規定として租税特別措置法39条
が挙げられるが， ₃年間という期間の限定があり，納税者の行動に対す
る税制の中立性の面で問題がある。
　以上の内容を考慮した場合，かつてシャウプ税制でとられていたよう
な，みなし譲渡方式の全面適用に近いものとなる。シャウプ税制との共
通点として，未実現利得であるキャピタル・ゲインへの全額課税を行
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い，総合課税の対象に含めることで公平の要請に応えるものとする。一
方，当時の制度と異なる点は以下の点である。まず，平準化措置の趣旨
から，長期譲渡所得のみをその対象とする。潜在的租税債務については，
中立の要請から期間制限のある租税特別措置法39条ではなく相続税法13
条の対象に含めることが望ましい。一番の問題である納税資金について
は納付に関する制度等の整備で対応し，国民感情については，課税庁側
に制度の内容についての説明義務があり，国民の理解を求めていく必要
があるほか，相続税との均衡をはかることや課税庁側の事務負担を考慮
し，少額不追求とすることも検討する。なお，納税資金と国民感情，平
準化措置の方法の問題は，後に項を改めて検討する。
（ ２ ）選択適用
（94）
　相続税法13条において，債務控除は，確実な債務に限定してこれを認
めている。しかし，土地等についての譲渡所得税は控除されていない。
もっとも，租税特別措置法39条においては，譲渡が行われた場合におい
ては期間を ₃年に限定してその相続財産に係る相続税額を加算すること
としている。この措置は所得税を控除する方式と理論的には同様である
が，本来ならば，本来課税されるべき所得税額を控除すべきとされる。
この点を考慮した場合，相続の際に，譲渡があったものとみなして相続
税額を計算するという旧制度を，後述の理由から選択方式として復活さ
せるという方法が考えられる。
　昭和48年の税法改正までは，贈与者等に「みなし譲渡」課税を行うこ
とを原則としながら，受贈者等が取得価額の引継ぎに同意したことを証
する書面を添付して贈与者等が「みなし譲渡」課税は受けない旨を記載
した書面を税務署長に提出したときは，その課税を行わないこととして
いた。前例があることからも，選択方式自体は妥当であるといえる。選
択した者は，まず譲渡所得に対する所得税を納付し，同時にこの納付税
額相当額を相続税価額から控除できる（措置法39条の廃止および相続税法13
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条の適用）。なお，この選択方式に対しては，課税庁側において事務処理
上堪え難いとする面もあるようであるが，これを選択した者は，将来の
譲渡所得の計算上，時価による取得価額を用いることを証明すれば足り
るといわれる。
　上記の内容は，基本的には第 ₁項の考え方と同じで，とりわけ潜在的
所得税債務の扱いにスポットを当てたものである。選択制とすること
で，課税の公平や課税庁側の煩雑よりも，シャウプ税制から現在に至る
までの課題である納税資金の不足する納税者の支払い能力や感情により
配慮した内容である。
（ ３ ）期間制限の設定
　昭和38年12月の税制調査会の答申が，キャピタル・ゲインへの課税の
期間制限について言及している。
　譲渡所得及び山林所得の課税については，資産の所有期間が通常長期
にわたり，経済の推移によっては多額のインフレ利益が介在する場合も
あるため，（現在の）所得税法61条，山林所得については租税特別措置法
30条および同法施行規則12条（山林所得の概算経費控除）に（相当する規定に）
よる所得計算が認められている。しかし，恒久的制度のあり方として長
くこのベースによることには疑問があり，将来の整備に当たっては，取
得後一定期間経過しているものは古い時期の値上り益には課税しない趣
旨で，たとえば譲渡の日から一定期間（たとえば10年）前に当たる時期の
当該資産の相続税評価額を取得価額とする
（95）
，といった内容である。
　仮にこの方法を採用する場合は，みなし譲渡制度の全面適用を前提と
することが望ましい。選択制とした場合，制度が複雑化しすぎ，租税回
避の余地が生じることが懸念されるためである。また，長期にわたり所
有された資産について，比較的譲渡時に近い取得価額で所得計算を行う
ことにより，仮にインフレ利益が生じていた場合，当該部分の除去が可
能となる。この方法は，他の ₂つの方法よりも簡素の要請を重視し，事
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務負担の軽減をはかることにつながる。
（ ４ ）各方法の内容の検討
　まず，第 ₃項の「期間制限の設定」は，制度の簡素化により納税者の
理解を得やすく，また所得計算が比較的容易になり，納税者にとって予
測可能性の確保に資する。また，課税庁側にも総じて事務負担の軽減を
もたらすため，この方法は簡素の要請に適合する。しかし，「一定期間」
の設定自体の難航が予想されるほか，そもそも資産の値上がり益に対す
る厳密な課税を求めるみなし譲渡制度の趣旨にそぐわず，公平の面で大
きな問題がある。
　第 ₁項でとりあげた全面適用の方法は，担税力に応じた公平な所得分
配を行うための総合課税の採用と併せて実施されるべきである。これに
より各種の租税回避行為の誘因の減少が見込まれ，併せて期間制限があ
る租税特別措置法39条を廃止し相続税法13条にその内容を吸収させるこ
とで，より中立の要請に応えるものとする。簡素の要請にも，全額課税
に一本化することにより応える面がある一方，特に平均課税に近似した
課税方法の採用による再度の制度の複雑化の恐れもあり，納税資金・感
情の問題において国民に受け入れられるかも含め，簡素と実質的公平の
要請に抵触する部分は残る。資産評価の問題は，相続税評価額を利用す
ればそれほど影響はないはずであり，この方法では，納税者の担税力と
感情に対する制度上の配慮が重要となる。
　第 ₂項でとりあげた選択適用は，みなし譲渡課税の全面適用の場合に
問題となる納税者の納税資金の問題や，課税に対する納税者の反発への
配慮が可能となる。また，かつて採用されていた制度であるため，課税
庁にとっても過去の経験を活かせるメリットがある。しかし，仮に，選
択制であること以外は全面適用の場合と条件を同じくした場合，前所有
者の取得価額を引き継ぐことによる無限の課税繰り延べの余地が残り，
課税の公平を実現することができない。むしろ，納税者自身の意向を反
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映しやすいため，かえって租税回避行為の増加につながる可能性があ
る。このことは当然ながら中立の要請に抵触し，また制度の複雑さを除
去できず，簡素の要請にも抵触する。
（ ５ ）残された課題への対処
　ここで，納税者の感情，納税資金そして平準化措置の方法の問題につ
いて触れておきたい。
　マスグレイヴは，遺産や贈与による収入はきわめて一時的な資産増加
の形態であるから，累進的な税率構造の下では，適切な平均化の手段を
講ずることが特に重要であるほか，現金化を強制されることによって被
る損失を避けるために納入期間を十分長くすることが必要であると主張
する
（96）
。現在の累進所得税の下，キャピタル・ゲイン課税についてこれら
の点を考慮することは，上記のいずれの方法をとる場合にも，シャウプ
税制から現在に至るも根本的な解決のなされない上記の問題への対処の
糸口になりうる。
　まず，適切な平均化の手段としての平準化措置には， ₂分の ₁課税に
替え，現行の所得税法90条の平均課税の対象に長期譲渡所得を加え， ₅
年間という平準化の期間の見直しを行う方法が考えられる。短期・長期
を問わず譲渡所得を ₂分の ₁課税の対象とするのは，制度として精緻さ
に欠ける。また，累進所得税下では，富裕層はともかく，所得が比較的
少ない人にとって平均課税は納税への影響を考えた場合に有用な方法で
あるため，納税者の保護の観点からも同制度の対象の見直しを検討すべ
きである。また，一律 ₅年間という平準化の期間設定はやや単純化され
すぎているきらいもあるため，期間の検討も併せて視野に入れるべきで
ある。
　また，納入期間の延長は納税資金の問題への解決策となりうる。相続
税における延納制度（相続税法38条）は現金納付が厳しい人のための制度
とされるが，同様の制度は所得税にはない。したがって，相続税の即時
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納付は免れることができても，所得税の納付のために結局は資産を売却
せざるをえない場合があり，事業を承継した相続人にとって酷な事態と
なる可能性がある。現行所得税法131条（確定申告税額の延納）および132
条（延払条件付譲渡に係る所得税額の延納）では延納期間が短いため，たと
えば相続税法38条（延納の要件）を参考に，総所得金額に占める長期譲渡
所得金額の割合で延納期間に長短を設ける等の方法が考えられる。
　また，当面の間の実務的な解決方法としては，死因贈与と相続放棄の
組合せの提案が考えられる。生前に対策をとることが可能な場合，限定
承認に代わり，被相続人から相続人等へ死因贈与する旨の契約書を作成
し，相続について放棄させることで，限定承認の結果としての譲渡所得
課税を避けることができ，受贈者は一時的にではあるが納税資金の問題
から解放される
（97）
。
　なお，納税者の納税資金の問題への配慮は確かに必要であるが，過度
な制度の複雑化や現場における過度の事務負担増加による混乱を避ける
ため，これらの方法を単独あるいは組み合わせるかについてや，個々の
方法の要件等については慎重な判断が求められる。
　所得税と相続税が二重課税の関係に当たらないことについて国民の理
解が得られない等の国民感情の問題については，政府が租税教育の充実
を含め，国民の納得を得られるような制度の構築と運営を行うことが必
要である。そのためには，政府による辛抱強い国民の説得に加え，そも
そもわかりやすく，また納税者である国民の具体的な担税力を考慮した
制度の設計が不可欠である。この問題は，表面的に制度をいじるのでは
なく，わが国が一体となって解決する問題なのかもしれない。
（ ６ ）本論文の結論
　これまでみてきたように，各方法にはそれぞれメリットとデメリット
があるが，検討結果を踏まえた私見として，シャウプ税制に近い形での
キャピタル・ゲインへの課税，つまりキャピタル・ゲインへの全額課税
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を行うことを基本とし，みなし譲渡課税を全面適用すべきであることを
提言し，本論文における結論としたい。
　シャウプ税制当時と現在では，時代背景や納税環境の整備度合，国民
の意識等が大きく異なる。したがって，シャウプ税制で導入されたみな
し譲渡制度を，関連する制度と併せて現代にそのまま復活させることは
時代にそぐわない面もある。しかし，この方法を採用することにより，
租税の基本三原則の侵害が明白である現行制度の問題点の多くを解決す
ることができるだけでなく，公平な租税負担という所得税の理念に合致
した制度を構築することができる。
　みなし譲渡制度の全面適用は，キャピタル・ゲインの全額課税と総合
課税，平準化措置の見直しを併せて実施することで担税力に応じた公平
な所得分配を行うことを可能にし，課税の公平の確保に資する。全面適
用とすることで税制の簡素の要請と納税者の行動に対する税制の中立性
を確保し，各種の租税回避行為の誘因を減少させることができる。租税
特別措置法39条は廃止し相続税法13条に吸収させることで，期間制限に
よる税制の中立性の侵害を排除する。全面適用における実現原則の採用
は本来のみなし譲渡課税の厳密な趣旨には合致しない面もあるが，「資
産の増加益に毎年課税」する発生主義的な方式に比べ所得の把握が確実
であり，そのぶん事務負担も減ることで，公平さ，厳密さではやや劣る
ものの，正確さ，簡便さに寄与する。現実的な課税実務の面や会計慣行
における定着を考えた場合，シャウプ税制における導入の経緯と同様，
実現原則の採用はやむを得ない。もちろん，安易な徴収の便宜で公平性
を犠牲にしないことが大前提である。
　選択適用と期間制限の設定の方法は，全面適用の方法を採用した場合
のデメリットの解消に寄与する面も確かにあるが，現行制度の最大の問
題点である公平の要請に対する根本的な解決方法となりえない。納税資
金の問題には配慮すべきであるが，それはみなし譲渡の考え方自体に配
慮の視点を組み込むのではなく，全面適用の方法を採用したうえで，切
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り離して立法により解決をはかるほうがよりわかりやすい制度の構築に
役立つのではないだろうか。納税者の感情には，制度の整備と，課税庁
側が制度の道筋を示すことで理解を得るよう努めることが併せて必要と
なろう。
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